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(57)【要約】
　本開示は、少なくとも２種類の化合物を含む有機エレクトロルミネッセンス材料、およ
びそれを含む有機エレクトロルミネッセンス素子に関する。本開示の化合物の特定の組み
合わせを含むことによって、従来の有機エレクトロルミネッセンス素子よりも良好な色純
度を有する有機エレクトロルミネッセンス素子が提供され得る。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記式１で表される少なくとも１種の化合物であって、
【化１】

　式中、
　Ｒ１～Ｒ３は、それぞれ独立して、水素、重水素、置換もしくは非置換の（Ｃ１－Ｃ１
０）アルキル、置換もしくは非置換の（Ｃ２－Ｃ１０）アルケニル、または置換もしくは
非置換の（Ｃ６－Ｃ３０）アリールを表すか、または隣接する置換基に結合されて、炭素
原子（複数可）が窒素、酸素、および硫黄から選択される少なくとも１つのヘテロ原子で
置換され得る、置換もしくは非置換の、単環式もしくは多環式、（Ｃ３－Ｃ３０）脂環式
環もしくは芳香環、またはそれらの組み合わせを形成することができ、
　Ｒ４は、置換もしくは非置換の（Ｃ１－Ｃ１０）アルキル、または置換もしくは非置換
の（Ｃ６－Ｃ３０）アリールを表し、
　Ｒ５～Ｒ７は、それぞれ独立して、水素、重水素、置換もしくは非置換の（Ｃ１－Ｃ１
０）アルキル、または置換もしくは非置換の（Ｃ６－Ｃ３０）アリールを表し、
　ａおよびｂは、それぞれ独立して、１～４の整数を表し、ａおよびｂがそれぞれ独立し
て２以上の整数である場合、Ｒ１およびＲ２はそれぞれ、同一であっても異なっていても
よい、少なくとも１種の化合物と、
　下記式２で表される少なくとも１種の化合物であって、
【化２】

　式中、
　Ａ環およびＢ環は、それぞれ独立して、置換もしくは非置換のベンゼン環、または置換
もしくは非置換のナフタレン環を表し、ただし、Ａ環およびＢ環のうちの少なくとも１つ
は、置換または非置換のナフタレン環であり、
　Ａｒ１およびＡｒ２は、それぞれ独立して、置換もしくは非置換の（Ｃ６－Ｃ３０）ア
リール、または置換もしくは非置換の窒素含有（８～３０員）ヘテロアリールを表し、
Ｌ１およびＬ２は、それぞれ独立して、単結合、置換もしくは非置換の（Ｃ６－Ｃ３０）
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アリーレン、または置換もしくは非置換の（３～３０員）ヘテロアリーレンを表し、
前記ヘテロアリール（ヘテロアリーレン）は、Ｂ、Ｎ、Ｏ、Ｓ、Ｓｉ、およびＰから選択
される少なくとも１つのヘテロ原子を含有する、少なくとも１種の化合物と、を含む有機
エレクトロルミネッセンス材料。
【請求項２】
　式１が下記式３～６のうちのいずれか１つで表され、
【化３】

　式中、
　Ｙは、ＣＲ１３Ｒ１４、Ｏ、またはＳを表し、
　Ｒ８およびＲ１２～Ｒ１４は、それぞれ独立して、水素、重水素、置換もしくは非置換
の（Ｃ１－Ｃ１０）アルキル、または置換もしくは非置換の（Ｃ６－Ｃ３０）アリールを
表し、
　Ｒ９～Ｒ１１は、それぞれ独立して、水素、または置換もしくは非置換の（Ｃ１－Ｃ１
０）アルキルを表し、
　ｃは、１～４の整数を表し、ｄは、１～５の整数を表し、ｃおよびｄがそれぞれ独立し
て２以上の整数である場合、Ｒ８およびＲ１２はそれぞれ、同一であっても異なっていて
もよく、
　Ｒ２～Ｒ７、およびｂは、請求項１に定義する通りである、請求項１に記載の有機エレ
クトロルミネッセンス材料。
【請求項３】
　式２が下記式７で表され、
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【化４】

　式中、
　Ａ環およびＢ環のうちのいずれか１つは、置換または非置換のナフタレン環を表し、他
方は、置換または非置換のベンゼン環を表し、
　Ｘ１～Ｘ３は、それぞれ独立して、ＣＲ１５またはＮを表し、ただし、Ｘ１～Ｘ３のう
ちの少なくとも１つは、Ｎを表し、
　Ｒ１５は、水素、または置換もしくは非置換の（Ｃ６－Ｃ３０）アリールを表し、
　Ａｒ３は、水素、置換もしくは非置換の（Ｃ１－Ｃ３０）アルキル、置換もしくは非置
換の（Ｃ６－Ｃ３０）アリール、または置換もしくは非置換の（３～３０員）ヘテロアリ
ールを表し、
　ｅは、１～４の整数を表し、ｅが２以上の整数である場合、Ａｒ３はそれぞれ、同一で
あっても異なっていてもよく、
　Ａｒ１、Ｌ１、およびＬ２は、請求項１に定義する通りである、請求項１に記載の有機
エレクトロルミネッセンス材料。
【請求項４】
　Ｒ１～Ｒ７、Ａｒ１、Ａｒ２、Ｌ１、Ｌ２、Ａ環、およびＢ環における、前記置換アル
キル、前記置換アルケニル、前記置換アリール（アリーレン）、前記置換ヘテロアリール
（ヘテロアリーレン）、前記置換ベンゼン環、前記置換ナフタレン環、および前記置換単
環式もしくは多環式、脂環式環もしくは芳香環、またはそれらの組み合わせの置換基が、
それぞれ独立して、重水素、ハロゲン、シアノ、カルボキシル、ニトロ、ヒドロキシル、
（Ｃ１－Ｃ３０）アルキル、ハロ（Ｃ１－Ｃ３０）アルキル、（Ｃ２－Ｃ３０）アルケニ
ル、（Ｃ２－Ｃ３０）アルキニル、（Ｃ１－Ｃ３０）アルコキシ、（Ｃ１－Ｃ３０）アル
キルチオ、（Ｃ３－Ｃ３０）シクロアルキル、（Ｃ３－Ｃ３０）シクロアルケニル、（３
～７員）ヘテロシクロアルキル、（Ｃ６－Ｃ３０）アリールオキシ、（Ｃ６－Ｃ３０）ア
リールチオ、（Ｃ６－Ｃ３０）アリール、（５～３０員）ヘテロアリール、トリ（Ｃ１－
Ｃ３０）アルキルシリル、トリ（Ｃ６－Ｃ３０）アリールシリル、ジ（Ｃ１－Ｃ３０）ア
ルキル（Ｃ６－Ｃ３０）アリールシリル、（Ｃ１－Ｃ３０）アルキルジ（Ｃ６－Ｃ３０）
アリールシリル、アミノ、モノ－またはジ－（Ｃ１－Ｃ３０）アルキルアミノ、モノ－ま
たはジ－（Ｃ６－Ｃ３０）アリールアミノ、（Ｃ１－Ｃ３０）アルキル（Ｃ６－Ｃ３０）
アリールアミノ、（Ｃ１－Ｃ３０）アルキルカルボニル、（Ｃ１－Ｃ３０）アルコキシカ
ルボニル、（Ｃ６－Ｃ３０）アリールカルボニル、ジ（Ｃ１－Ｃ３０）アリールボロニル
、ジ（Ｃ１－Ｃ３０）アルキルボロニル、（Ｃ１－Ｃ３０）アルキル（Ｃ６－Ｃ３０）ア
リールボロニル、（Ｃ６－Ｃ３０）アリール（Ｃ１－Ｃ３０）アルキル、および（Ｃ１－
Ｃ３０）アルキル（Ｃ６－Ｃ３０）アリールからなる群から選択される少なくとも１つで
ある、請求項１に記載の有機エレクトロルミネッセンス材料。
【請求項５】
　式１で表される前記化合物が、
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【化５－１】
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　からなる群から選択される、請求項１に記載の有機エレクトロルミネッセンス材料。
【請求項６】
　式２で表される前記化合物が、
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【化６】

　からなる群から選択される、請求項１に記載の有機エレクトロルミネッセンス材料。
【請求項７】
　請求項１に記載の有機エレクトロルミネッセンス材料を含む有機エレクトロルミネッセ
ンス素子。
【請求項８】
　前記有機エレクトロルミネッセンス素子が、ドーパントとして前記式１で表される前記
化合物、およびホストとして前記式２で表される前記化合物を含む、請求項７に記載の有
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機エレクトロルミネッセンス素子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、少なくとも２種類の化合物を含む有機エレクトロルミネッセンス材料、およ
びそれを含む有機エレクトロルミネッセンス素子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　エレクトロルミネッセンス素子（ＥＬ素子）は、より広い視野角、より大きなコントラ
スト比、およびより速い応答時間を提供するという点で利点を有する自発光ディスプレイ
素子である。最初の有機ＥＬ素子は、１９８７年にイーストマンコダックによって、発光
層を形成するための材料として芳香族ジアミン小分子およびアルミニウム錯体を用いて開
発された（Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．Ｌｅｔｔ．５１，９１３，１９８７を参照されたい）。
【０００３】
　有機ＥＬ素子（ＯＬＥＤ）とは、有機エレクトロルミネッセンス材料に通電することに
よって電気エネルギーを光に変換するものであり、通常、アノード、カソード、および２
つの電極間に形成された有機層を含む。有機ＥＬ素子の有機層は、必要に応じて、正孔注
入層、正孔輸送層、正孔補助層、発光補助層、電子阻止層、発光層（ホストおよびドーパ
ント材料を含有する）、電子緩衝層、正孔阻止層、電子輸送層、電子注入層などを含むこ
とができる。有機層に用いられる材料は、それらの機能に応じて、正孔注入材料、正孔輸
送材料、正孔補助材料、発光補助材料、電子阻止材料、発光材料、電子緩衝材料、正孔阻
止材料、電子輸送材料、電子注入材料などに分類することができる。有機ＥＬ素子におい
て、アノードからの正孔およびカソードからの電子が電圧の印加によって発光層に注入さ
れ、高エネルギーを有する励起子が正孔と電子の再結合によって生成される。有機発光化
合物は、そのエネルギーによって励起状態になり、有機発光化合物が励起状態から基底状
態に戻る際に、エネルギーによって発光する。
【０００４】
　有機ＥＬ素子の発光効率を決定する最も重要な要素は発光材料である。発光材料は、以
下の特徴、高い量子効率、電子および正孔の高い移動度、ならびに形成された発光材料層
の均一性および安定性を有することが必要である。発光材料は、発光色によって青色、緑
色、および赤色の発光材料に分類され、さらに黄色またはオレンジ色の発光材料を含む。
その上、発光材料は、機能面でホスト材料およびドーパント材料に分類される。
【０００５】
　一般的に、優れたＥＬ特性を有する素子は、ホストにドーパントをドーピングすること
によって作製される発光層を含む構成を有する。発光材料として１つの材料のみが用いら
れる場合、最大発光波長が長波長側に移動し、分子間力により色純度が低下するという問
題が発生する。
【０００６】
　赤色、緑色、および青色の発光材料としてそれぞれ、ビス（２－（２’－ベンゾチエニ
ル）－ピリジナト－Ｎ，Ｃ－３’）イリジウム（アセチルアセトネート）［（ａｃａｃ）
Ｉｒ（ｂｔｐ）２、トリス（２－フェニルピリジン）イリジウム［Ｉｒ（ｐｐｙ）３］、
およびビス（４，６－ジフルオロフェニルピリジナト－Ｎ，Ｃ２）ピコリナトイリジウム
（Ｆｉｒｐｉｃ）を含むイリジウム（ＩＩＩ）錯体が、燐光性発光材料として広く知られ
ている。
【０００７】
　また、４，４’－Ｎ，Ｎ’－ジカルバゾール－ビフェニル（ＣＢＰ）が、燐光性材料用
の最も広く知られているホスト材料であった。近年、パイオニア（日本）などが、正孔阻
止材料として知られていたホスト材料として、バソクプロイン（ＢＣＰ）およびアルミニ
ウム（ＩＩＩ）ビス（２－メチル－８－キノリネート）（４－フェニルフェノレート）（
ＢＡｌｑ）などを用いて、高性能有機エレクトロルミネッセンス素子を開発した。
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　しかしながら、これらの従来の燐光性ホスト材料は、良好な発光特性を提供するが、そ
れらは、ガラス転移温度が低く、熱安定性が低いために、真空下で高温蒸着プロセスが行
われる場合、材料が変化するという欠点を有する。このように、素子の色純度は依然とし
て不十分であった。
【０００９】
　近年、多くの電子パネル会社は、青色、緑色、および赤色の３色を用いる有機エレクト
ロルミネセンス素子を作製しており、これら３色は、組み合わされて、現在使用中である
ディスプレイの様々な色を実現している。ディスプレイ上に実行することができる色は、
青色、緑色、および赤色の３つの頂点で互いに組み合せることができる色のみを表すこと
ができる。したがって、より色彩に富んだ実行には、これらの３色の頂点は可能な限りそ
れぞれの色の波長に到達する必要がある。
【００１０】
　韓国特許第１０８２１４４号は、インドロカルバゾール誘導体、またはジベンゾインド
ロカルバゾールとナフチリジニルが組み合わされる化合物を、ホストとして含む有機エレ
クトロルミネッセンス素子を開示している。また、韓国特許出願公開第２０１６／００３
９５６１号は、インドロカルバゾール誘導体をホストとして含む有機エレクトロルミネッ
センス素子を開示している。しかしながら、上記文献は、ベンゾインドロカルバゾールを
ホストとして含む素子を具体的に開示していない。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本開示の目的は、従来の有機エレクトロルミネッセンス素子よりも良好な色純度を有す
る有機エレクトロルミネッセンス素子を製造するための有機エレクトロルミネッセンス材
料を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明者らは、上記技術課題を解決するために鋭意検討した結果、赤色発光において波
長帯域を最長波長に近づけることによって、色再現範囲が拡大され得ることを見出した。
ホストのドーパント材料、およびドーパント材料の特性は、波長帯域に、より影響を与え
るが、ドーパント材料に好適なホスト材料を用いることによって、発光特性をさらに最適
化することが可能である。赤色発光の場合、波長が長いためにドーパント材料のエネルギ
ーバンドギャップが狭いことが予想され得る。本開示において使用されるホスト材料は、
狭いエネルギーバンドギャップを有し、それは長波長を有するドーパント材料には好適で
ある。したがって、この組み合わせは、ホストからドーパントへエネルギーを移動させる
目的に好適であると考えられる。具体的には、上記目的は、下記式１で表される化合物お
よび下記式２で表される化合物を含む有機エレクトロルミネッセンス材料によって達成す
ることができる。式１で表される化合物は、ドーパントとして構成されてもよく、式２で
表される化合物は、ホストとして構成されてもよい。
【００１３】
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【化１】

【００１４】
　式中、
　Ｒ１～Ｒ３は、それぞれ独立して、水素、重水素、置換もしくは非置換の（Ｃ１－Ｃ１
０）アルキル、置換もしくは非置換の（Ｃ２－Ｃ１０）アルケニル、または置換もしくは
非置換の（Ｃ６－Ｃ３０）アリールを表すか、または隣接する置換基に結合されて、その
炭素原子（複数可）が窒素、酸素、および硫黄から選択される少なくとも１つのヘテロ原
子で置換され得る、置換もしくは非置換の、単環式もしくは多環式、（Ｃ３－Ｃ３０）脂
環式環もしくは芳香環、またはそれらの組み合わせを形成することができ、
　Ｒ４は、置換もしくは非置換の（Ｃ１－Ｃ１０）アルキル、または置換もしくは非置換
の（Ｃ６－Ｃ３０）アリールを表し、
　Ｒ５～Ｒ７は、それぞれ独立して、水素、重水素、置換もしくは非置換の（Ｃ１－Ｃ１
０）アルキル、または置換もしくは非置換の（Ｃ６－Ｃ３０）アリールを表し、
　ａおよびｂは、それぞれ独立して、１～４の整数を表し、ａおよびｂがそれぞれ独立し
て２以上の整数である場合、Ｒ１およびＲ２はそれぞれ、同一であっても異なっていても
よい。
【００１５】

【化２】

【００１６】
　式中、
　Ａ環およびＢ環は、それぞれ独立して、置換もしくは非置換のベンゼン環、または置換
もしくは非置換のナフタレン環を表し、ただし、Ａ環およびＢ環のうちの少なくとも１つ
は、置換または非置換のナフタレン環であり、
　Ａｒ１およびＡｒ２は、それぞれ独立して、置換もしくは非置換の（Ｃ６－Ｃ３０）ア
リール、または置換もしくは非置換の窒素含有（８～３０員）ヘテロアリールを表し、
　Ｌ１およびＬ２は、それぞれ独立して、単結合、置換もしくは非置換の（Ｃ６－Ｃ３０
）アリーレン、または置換もしくは非置換の（３～３０員）ヘテロアリーレンを表し、
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　ヘテロアリール（ヘテロアリーレン）は、Ｂ、Ｎ、Ｏ、Ｓ、Ｓｉ、およびＰから選択さ
れる少なくとも１つのヘテロ原子を含有する。
【発明の効果】
【００１７】
　本開示によれば、色純度に優れた有機エレクトロルミネッセンス素子が提供され得る。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】ＣＩＥ　１９３１色度図として、本開示の表１のＮＴＳＣ色空間を示す図である
。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、本開示について詳細に説明する。しかしながら、以下の説明は、本開示を説明す
ることが意図され、決して本開示の範囲を限定することを意味しない。
【００２０】
　本開示において、「有機エレクトロルミネセンス材料」という用語は、有機エレクトロ
ルミネセンス素子に使用することができ、少なくとも１つの化合物を含み得る材料を意味
する。必要に応じて、有機エレクトロルミネッセンス材料は、有機エレクトロルミネッセ
ンス素子を構成する任意の層に含まれ得る。例えば、有機エレクトロルミネッセンス材料
は、正孔注入材料、正孔輸送材料、正孔補助材料、発光補助材料、電子阻止材料、発光材
料、電子緩衝材料、正孔阻止材料、電子輸送材料、電子注入材料などであってもよい。
【００２１】
　本開示の有機エレクトロルミネッセンス材料は、少なくとも１つの式１で表される化合
物、および少なくとも１つの式２で表される化合物を含むことができる。それらに限定さ
れないが、化学式１の化合物および化学式２の化合物は、発光層に含まれ得る。この場合
、式１で表される化合物は、ドーパントとして含まれてもよく、式２で表される化合物は
、ホストとして含まれてもよい。
【００２２】
　式１中、Ｒ１～Ｒ３は、それぞれ独立して、水素、重水素、置換もしくは非置換の（Ｃ
１－Ｃ１０）アルキル、置換もしくは非置換の（Ｃ２－Ｃ１０）アルケニル、または置換
もしくは非置換の（Ｃ６－Ｃ３０）アリールを表すか、または隣接する置換基に結合され
て、その炭素原子（複数可）が窒素、酸素、および硫黄から選択される少なくとも１つの
ヘテロ原子で置換され得る、置換もしくは非置換の、単環式もしくは多環式、（Ｃ３－Ｃ
３０）脂環式環もしくは芳香環、またはそれらの組み合わせを形成することができ、一実
施形態として、水素、置換もしくは非置換の（Ｃ１－Ｃ８）アルキル、または置換もしく
は非置換の（Ｃ６－Ｃ２５）アリールを表すか、または隣接する置換基に結合されて、そ
の炭素原子（複数可）が窒素、酸素、および硫黄から選択される少なくとも１つのヘテロ
原子で置換され得る、置換もしくは非置換の、単環式もしくは多環式、（Ｃ５－Ｃ２５）
脂環式環もしくは芳香環、またはそれらの組み合わせを形成することができ、別の実施形
態として、水素、置換もしくは非置換の（Ｃ１－Ｃ４）アルキル、または置換もしくは非
置換の（Ｃ６－Ｃ１８）アリールを表すか、または隣接する置換基に結合されて、置換も
しくは非置換の、単環式もしくは多環式、（Ｃ５－Ｃ１８）脂環式環もしくは芳香環、ま
たはそれらの組み合わせを形成することができる。例えば、Ｒ１は、水素、非置換メチル
、非置換もしくはメチル（複数可）で置換されたフェニル、または非置換ビフェニルを表
すことができるか、または隣接する置換基に結合されて、メチル（複数可）で置換された
インデン環を形成することができ、Ｒ２は、水素、または非置換メチルを表すことができ
、Ｒ３は、水素を表すことができる。
【００２３】
　式１中、Ｒ４は、置換もしくは非置換の（Ｃ１－Ｃ１０）アルキル、または置換もしく
は非置換の（Ｃ６－Ｃ３０）アリール、一実施形態として、置換もしくは非置換の（Ｃ１
－Ｃ８）アルキル、または置換もしくは非置換の（Ｃ６－Ｃ２５）アリール、別の実施形
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態として、置換もしくは非置換の（Ｃ１－Ｃ４）アルキル、または置換もしくは非置換の
（Ｃ６－Ｃ１８）アリール、例えば、非置換メチル、非置換イソ－ブチル、非置換または
メチル（複数可）、イソ－ブチル（複数可）、および／もしくはｔｅｒｔ－ブチル（複数
可）で置換されたフェニルを表す。
【００２４】
　式１中、Ｒ５～Ｒ７は、それぞれ独立して、水素、重水素、置換もしくは非置換の（Ｃ
１－Ｃ１０）アルキル、または置換もしくは非置換の（Ｃ６－Ｃ３０）アリール、一実施
形態として、水素、置換もしくは非置換の（Ｃ１－Ｃ８）アルキル、または置換もしくは
非置換の（Ｃ６－Ｃ２５）アリールを表す。別の実施形態として、Ｒ５およびＲ７は、そ
れぞれ独立して、非置換（Ｃ１－Ｃ５）アルキル、または置換もしくは非置換の（Ｃ６－
Ｃ１８）アリールを表し、Ｒ６は、水素、非置換（Ｃ１－Ｃ５）アルキル、または置換も
しくは非置換の（Ｃ６－Ｃ１８）アリールを表す。例えば、Ｒ５およびＲ７は、それぞれ
独立して、非置換メチル、非置換ブチル、非置換ｔｅｒｔ－ブチル、非置換イソ－ブチル
、非置換ペンチル、または非置換フェニルを表すことができ、Ｒ６は、水素、非置換メチ
ル、または非置換フェニルを表すことができる。
【００２５】
　式１中、ａおよびｂは、それぞれ独立して、１～４の整数を表し、一実施形態として、
１または２を表すことができ、ａおよびｂがそれぞれ独立して２以上の整数である場合、
Ｒ１およびＲ２はそれぞれ、同一であっても異なっていてもよい。
【００２６】
　式２中、Ａ環およびＢ環は、それぞれ独立して、置換もしくは非置換のベンゼン環、ま
たは置換もしくは非置換のナフタレン環を表し、ただし、Ａ環およびＢ環のうちの少なく
とも１つは、置換または非置換のナフタレン環である。一実施形態として、Ａ環およびＢ
環のうちのいずれか１つは、置換または非置換のベンゼン環を表すことができ、他方は、
置換または非置換のナフタレン環を表すことができる。Ａ環およびＢ環は、それぞれ独立
して、非置換ベンゼン環、または非置換もしくはフェニル（複数可）で置換されたナフタ
レン環を表すことができる。
【００２７】
　式２中、Ａｒ１およびＡｒ２は、それぞれ独立して、置換もしくは非置換の（Ｃ６－Ｃ
３０）アリール、または置換もしくは非置換の窒素含有（８～３０員）ヘテロアリールを
表す。Ａｒ１およびＡｒ２のうちのいずれか１つは、置換または非置換の（Ｃ６－Ｃ３０
）アリールを表すことができ、他方は、置換または非置換の窒素含有（８～３０員）ヘテ
ロアリールを表すことができる。一実施形態として、Ａｒ１およびＡｒ２は、それぞれ独
立して、置換もしくは非置換の（Ｃ６－Ｃ２５）アリール、または置換もしくは非置換の
窒素含有（８～２５員）ヘテロアリールを表し、別の実施形態として、置換もしくは非置
換の（Ｃ６－Ｃ１８）アリール、または置換もしくは非置換の窒素含有（８～１８員）ヘ
テロアリールを表す。例えば、Ａｒ１およびＡｒ２は、それぞれ独立して、非置換フェニ
ル、非置換ナフチル、フェニル（複数可）で置換されたキナゾリニル、または非置換また
はフェニル（複数可）、ビフェニル（複数可）、ナフチル（複数可）、および／もしくは
ナフチルフェニル（複数可）で置換されたキノキサリニルを表す。
【００２８】
　式２中、Ｌ１およびＬ２は、それぞれ独立して、単結合、置換もしくは非置換の（Ｃ６
－Ｃ３０）アリーレン、または置換もしくは非置換の（３～３０員）ヘテロアリーレン、
一実施形態として、単結合、置換もしくは非置換の（Ｃ６－Ｃ２５）アリーレン、または
置換もしくは非置換の（５～２５員）ヘテロアリーレン、別の実施形態として、単結合、
置換もしくは非置換の（Ｃ６－Ｃ１８）アリーレン、または置換もしくは非置換の（５～
１８員）ヘテロアリーレン、例えば、単結合、非置換フェニレン、または非置換ピリジニ
レンを表す。
【００２９】
　式１および式２中、ヘテロアリール（ヘテロアリーレン）は、Ｂ、Ｎ、Ｏ、Ｓ、Ｓｉ、
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およびＰから選択される少なくとも１つのヘテロ原子を含有し、一実施形態として、Ｎ、
ＯおよびＳから選択される少なくとも１つのヘテロ原子を含有することができ、別の実施
形態として、窒素（複数可）を含有することができる。
【００３０】
　本開示の一実施形態によれば、式１は、以下の式３～６のうちのいずれか１つによって
表すことができる。
【化３】

【００３１】
　式３中、Ｙは、ＣＲ１３Ｒ１４、Ｏ、またはＳを表し、一実施形態として、ＣＲ１３Ｒ

１４を表すことができる。
【００３２】
　式３中、Ｒ８、Ｒ１３、およびＲ１４は、それぞれ独立して、水素、重水素、置換もし
くは非置換の（Ｃ１－Ｃ１０）アルキル、または置換もしくは非置換の（Ｃ６－Ｃ３０）
アリール、一実施形態として、水素、置換もしくは非置換の（Ｃ１－Ｃ８）アルキル、ま
たは置換もしくは非置換の（Ｃ６－Ｃ１８）アリール、別の実施形態として、水素、また
は置換もしくは非置換の（Ｃ１－Ｃ４）アルキルを表す。別の実施形態として、Ｒ８は、
水素を表すことができ、Ｒ１３およびＲ１４は、それぞれ独立して、非置換（Ｃ１－Ｃ４
）アルキルを表すことができる。例えば、Ｒ８は、水素を表すことができ、Ｒ１３および
Ｒ１４は、それぞれ独立して、非置換メチルを表すことができる。
【００３３】
　式４中、Ｒ１２は、水素、重水素、置換もしくは非置換の（Ｃ１－Ｃ１０）アルキル、
または置換もしくは非置換の（Ｃ６－Ｃ３０）アリール、一実施形態として、水素、置換
もしくは非置換の（Ｃ１－Ｃ８）アルキル、または置換もしくは非置換の（Ｃ６－Ｃ２５
）アリール、別の実施形態として、水素、非置換（Ｃ１－Ｃ４）アルキル、または非置換
（Ｃ６－Ｃ１８）アリール、例えば、水素、非置換メチル、または非置換フェニルを表す
。
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【００３４】
　式３～６中、Ｒ９～Ｒ１１は、それぞれ独立して、水素、または置換もしくは非置換の
（Ｃ１－Ｃ１０）アルキルを表し、一実施形態として、水素、または置換もしくは非置換
の（Ｃ１－Ｃ８）アルキルを表すことができ、別の実施形態として、水素、または置換も
しくは非置換の（Ｃ１－Ｃ４）アルキルを表すことができ、例えば、水素を表すことがで
きる。
【００３５】
　式３および４中、ｃは、１～４の整数を表し、ｄは、１～５の整数を表し、ｃおよびｄ
がそれぞれ独立して２以上の整数である場合、Ｒ８およびＲ１２はそれぞれ、同一であっ
ても異なっていてもよい。一実施形態として、ｃおよびｄは、それぞれ独立して、１また
は２を表すことができる。別の実施形態として、ｃおよびｄは、それぞれ独立して、１を
表すことができる。
【００３６】
　式３～６中、Ｒ２～Ｒ７、およびｂは、式１に定義する通りである。
【００３７】
　本開示の一実施形態によれば、式２は、以下の式７によって表すことができる。
【００３８】
【化４】

【００３９】
　式７中、Ａ環およびＢ環のうちのいずれか１つは、置換または非置換のナフタレン環を
表し、他方は、置換または非置換のベンゼン環を表す。一実施形態として、Ａ環およびＢ
環のうちのいずれか１つは、非置換またはフェニル（複数可）で置換されたナフタレン環
を表し、他方は非置換ベンゼン環を表す。
【００４０】
　式７中、Ｘ１～Ｘ３は、それぞれ独立して、ＣＲ１５またはＮを表し、ただし、Ｘ１～
Ｘ３のうちの少なくとも１つは、Ｎを表し、一実施形態として、Ｘ１～Ｘ３のうちの少な
くとも２つは、Ｎを表すことができ、別の実施形態として、Ｘ１～Ｘ３のうちの２つは、
Ｎを表すことができる。例えば、Ｘ１は、Ｎを表すことができ、Ｘ２およびＸ３のうちの
いずれか１つは、Ｎを表すことができ、Ｘ２およびＸ３のうちの他方は、ＣＲ１５を表す
ことができる。
【００４１】
　本明細書では、Ｒ１５は、水素、または置換もしくは非置換の（Ｃ６－Ｃ３０）アリー
ルを表し、一実施形態として、置換または非置換の（Ｃ６－Ｃ２５）アリールを表すこと
ができ、別の実施形態として、置換または非置換の（Ｃ６－Ｃ１８）アリールを表すこと
ができ、例えば、非置換フェニル、非置換ナフチル、非置換ビフェニル、または非置換ナ
フチルフェニルを表すことができる。
【００４２】
　式７中、Ａｒ３は、水素、置換もしくは非置換の（Ｃ１－Ｃ３０）アルキル、置換もし
くは非置換の（Ｃ６－Ｃ３０）アリール、または置換もしくは非置換の（３～３０員）ヘ
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テロアリール、一実施形態として、水素、置換もしくは非置換の（Ｃ１－Ｃ２０）アルキ
ル、置換もしくは非置換の（Ｃ６－Ｃ２５）アリール、または置換もしくは非置換の（３
～２５員）ヘテロアリール、別の実施形態として、水素、置換もしくは非置換の（Ｃ１－
Ｃ１０）アルキル、置換もしくは非置換の（Ｃ６－Ｃ１８）アリール、または置換もしく
は非置換の（５～１８員）ヘテロアリール、例えば、水素を表す。
【００４３】
　式７中、ｅは、１～４の整数を表し、一実施形態として、１または２を表すことができ
、別の実施形態として、１を表すことができる。ｅが２以上の整数である場合、Ａｒ３は
それぞれ、同一であっても異なっていてもよい。
【００４４】
　式７中、Ａｒ１、Ｌ１、およびＬ２は、式２に定義する通りである。
【００４５】
　本明細書では、「（Ｃ１－Ｃ３０）アルキル」という用語は、鎖を構成する１～３０個
の炭素原子を有する直鎖または分岐鎖アルキルであることを意味し、炭素原子数は、１～
２０が好ましく、１～１０がより好ましい。上記アルキルとしては、メチル、エチル、ｎ
－プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、イソブチル、ｔｅｒｔ－ブチルなどを挙げるこ
とができる。「（Ｃ３－Ｃ３０）シクロアルキル」という用語は、３～３０個の環骨格炭
素原子を有する単環式または多環式炭化水素であり、炭素原子数は、３～２０が好ましく
、３～７がより好ましい。上記シクロアルキルとしては、シクロプロピル、シクロブチル
、シクロペンチル、シクロヘキシルなどを挙げることができる。「（３～７員）ヘテロシ
クロアルキル」という用語は、３～７個、好ましくは５～７個の環骨格原子を有し、Ｂ、
Ｎ、Ｏ、Ｓ、Ｓｉ、およびＰからなる群、好ましくはＯ、Ｓ、およびＮからなる群から選
択される少なくとも１つのヘテロ原子を含むシクロアルキルである。上記ヘテロシクロア
ルキルとしては、テトラヒドロフラン、ピロリジン、チオラン、テトラヒドロピランなど
を挙げることができる。「（Ｃ６－Ｃ３０）アリール（アリーレン）」という用語は、６
～３０個の環骨格炭素原子を有する芳香族炭化水素から誘導される単環式基または縮合環
基であり、環骨格炭素原子数は、６～２５が好ましく、６～１８がより好ましい。上記ア
リール（アリーレン）は、部分的に飽和していてもよく、スピロ構造を含むことができる
。上記アリールとしては、フェニル、ビフェニル、ターフェニル、ナフチル、ビナフチル
、フェニルナフチル、ナフチルフェニル、フルオレニル、フェニルフルオレニル、ベンゾ
フルオレニル、ジベンゾフルオレニル、フェナントレニル、フェニルフェナントレニル、
アントラセニル、インデニル、トリフェニレニル、ピレニル、テトラセニル、ペリレニル
、クリセニル、ナフタセニル、フルオランテニル、スピロビフルオレニルなどを挙げるこ
とができる。「（３～３０員）ヘテロアリール（ヘテロアリーレン）」という用語は、３
～３０個の環骨格原子を有し、Ｂ、Ｎ、Ｏ、Ｓ、Ｓｉ、およびＰからなる群から選択され
る少なくとも１つの、好ましくは１～４個のヘテロ原子を含むアリールである。上記ヘテ
ロアリール（ヘテロアリーレン）は、単環式環であっても、少なくとも１つのベンゼン環
と縮合された縮合環であってもよく、部分的に飽和していてもよく、単結合（複数可）を
介してヘテロアリール基に少なくとも１つのヘテロアリールまたはアリール基を結合する
ことによって形成されるものであってもよく、スピロ構造を含むことができる。上記ヘテ
ロアリールとしては、フリル、チオフェニル、ピロリル、イミダゾリル、ピラゾリル、チ
アゾリル、チアジアゾリル、イソチアゾリル、イソキサゾリル、オキサゾリル、オキサジ
アゾリル、トリアジニル、テトラジニル、トリアゾリル、テトラゾリル、フラザニル、ピ
リジル、ピラジニル、ピリミジニル、およびピリダジニルなどの単環式環状ヘテロアリー
ル、ならびにベンゾフラニル、ベンゾチオフェニル、イソベンゾフラニル、ジベンゾフラ
ニル、ジベンゾチオフェニル、ベンズイミダゾリル、ベンゾチアゾリル、ベンゾイソチア
ゾリル、ベンゾイソキサゾリル、ベンゾキサゾリル、イソインドリル、インドリル、ベン
ゾインドリル、インダゾリル、ベンゾチアジアゾリル、キノリル、イソキノリル、シンノ
リニル、キナゾリニル、キノキサリニル、ナフチリジニル、カルバゾリル、ベンゾカルバ
ゾリル、ジベンゾカルバゾリル、フェノキサジニル、フェノチアジニル、フェナントリジ
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を挙げることができる。その上、「ハロゲン」としては、Ｆ、Ｃｌ、Ｂｒ、およびＩが挙
げられる。
【００４６】
　本明細書では、「置換または非置換」という表現における「置換」は、ある官能基中の
水素原子が別の原子または別の官能基、すなわち置換基で置換されていることを意味する
。式１～７のＲ１～Ｒ１５、Ａｒ１、Ａｒ２、Ａｒ３、Ｌ１、Ｌ２、Ａ環、およびＢ環に
おける、置換アルキル、置換アルケニル、置換アリール（アリーレン）、置換ヘテロアリ
ール（ヘテロアリーレン）、置換ベンゼン環、置換ナフタレン環、および置換単環式もし
くは多環式、脂環式環もしくは芳香環、またはそれらの組み合わせの置換基は、それぞれ
独立して、重水素、ハロゲン、シアノ、カルボキシル、ニトロ、ヒドロキシル、（Ｃ１－
Ｃ３０）アルキル、ハロ（Ｃ１－Ｃ３０）アルキル、（Ｃ２－Ｃ３０）アルケニル、（Ｃ
２－Ｃ３０）アルキニル、（Ｃ１－Ｃ３０）アルコキシ、（Ｃ１－Ｃ３０）アルキルチオ
、（Ｃ３－Ｃ３０）シクロアルキル、（Ｃ３－Ｃ３０）シクロアルケニル、（３～７員）
ヘテロシクロアルキル、（Ｃ６－Ｃ３０）アリールオキシ、（Ｃ６－Ｃ３０）アリールチ
オ、（Ｃ６－Ｃ３０）アリール、（５～３０員）ヘテロアリール、トリ（Ｃ１－Ｃ３０）
アルキルシリル、トリ（Ｃ６－Ｃ３０）アリールシリル、ジ（Ｃ１－Ｃ３０）アルキル（
Ｃ６－Ｃ３０）アリールシリル、（Ｃ１－Ｃ３０）アルキルジ（Ｃ６－Ｃ３０）アリール
シリル、アミノ、モノ－またはジ－（Ｃ１－Ｃ３０）アルキルアミノ、モノ－またはジ－
（Ｃ６－Ｃ３０）アリールアミノ、（Ｃ１－Ｃ３０）アルキル（Ｃ６－Ｃ３０）アリール
アミノ、（Ｃ１－Ｃ３０）アルキルカルボニル、（Ｃ１－Ｃ３０）アルコキシカルボニル
、（Ｃ６－Ｃ３０）アリールカルボニル、ジ（Ｃ６－Ｃ３０）アリールボロニル、ジ（Ｃ
１－Ｃ３０）アルキルボロニル、（Ｃ１－Ｃ３０）アルキル（Ｃ６－Ｃ３０）アリールボ
ロニル、（Ｃ６－Ｃ３０）アリール（Ｃ１－Ｃ３０）アルキル、および（Ｃ１－Ｃ３０）
アルキル（Ｃ６－Ｃ３０）アリールからなる群から選択される少なくとも１つであり、一
実施形態として、（Ｃ１－Ｃ２０）アルキルおよび（Ｃ６－Ｃ２５）アリールのうちの少
なくとも１つであり、別の実施形態として、（Ｃ１－Ｃ１０）アルキルおよび（Ｃ６－Ｃ
１８）アリールのうちの少なくとも１つであり、例えば、メチル、ｔｅｒｔ－ブチル、イ
ソ－ブチル、フェニル、ビフェニル、ナフチル、およびナフチルフェニルのうちの少なく
とも１つである。
【００４７】
　式１で表される化合物としては、下記化合物が挙げられるが、これらに限定されるもの
ではない。
【００４８】
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【化５－１】

【００４９】
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【化５－２】

【００５０】
　式２で表される化合物としては、下記化合物が挙げられるが、これらに限定されるもの
ではない。
【００５１】
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【化６】

【００５２】
　本開示の式１および２で表される有機エレクトロルミネッセンス化合物は、当業者にと
って既知の合成方法によって生成することができ、例えば、下記方法を参照することがで
きるが、これらに限定されない。
【００５３】
　式１の具体例として、式３で表される化合物は、下記反応スキーム１に示されるように
合成することができる。
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【００５４】
【化７】

【００５５】
　反応スキーム１中、Ｙ、Ｒ２～Ｒ１０、ｂ、およびｃは、式３に定義する通りである。
【００５６】
　式１の具体例として、式４で表される化合物は、韓国特許第１６３６３１０号に開示さ
れている方法によって合成することができる。
【００５７】
　式２で表される化合物は、下記反応スキーム２または３に示されるように合成すること
ができる。
【００５８】
【化８】

【００５９】
【化９】

【００６０】
　反応スキーム２および３中、Ａｒ１、Ａｒ２、Ｌ１、およびＬ２は、式２に定義する通
りである。
【００６１】
　本開示の有機エレクトロルミネッセンス素子は、第１電極、第２電極、および第１電極
と第２電極との間の少なくとも１つの有機層を含むことができる。有機層は、発光層を含
むことができる。発光層は、少なくとも１つの式１で表される化合物、および少なくとも
１つの式２で表される化合物を含むことができ、式１で表される化合物は、ドーパント化
合物として含まれ得、式２で表される化合物は、ホスト化合物として含まれ得る。
【００６２】
　第１および第２電極のうちの１つは、アノードであってもよく、他方は、カソードであ
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ってもよい。有機層は、発光層を含むことができ、さらに正孔注入層、正孔輸送層、正孔
補助層、発光補助層、電子輸送層、電子緩衝層、電子注入層、中間層、正孔阻止層、およ
び電子阻止層から選択される少なくとも１つの層を含むことができる。
【００６３】
　正孔補助層または発光補助層は、正孔輸送層と発光層との間に配置することができ、正
孔輸送速度を制御することができる。正孔補助層または発光補助層は、有機エレクトロル
ミネッセンス素子の効率および／または寿命を向上させる効果を有し得る。
【００６４】
　発光層は、光が発せられる層であり、単層であっても２層以上が積層される多層であっ
てもよい。発光層において、ホスト化合物を基準としてドーパント化合物のドーピング濃
度は、２０重量％未満であることが好ましい。
【００６５】
　本開示の別の態様によれば、ドーパントとホストとの組み合わせは、式１で表される少
なくとも１つのドーパント化合物と式２で表される少なくとも１つのホスト化合物との組
み合わせとして提供することができる。また、ドーパントとホストとの組み合わせを含む
有機エレクトロルミネッセンス素子が提供され得る。
【００６６】
　本開示の別の態様によれば、式１で表される少なくとも１つのドーパント化合物と式２
で表される少なくとも１つのホスト化合物との組み合わせを含む有機エレクトロルミネセ
ンス材料、およびその材料を含む有機エレクトロルミネッセンス素子が提供され得る。材
料は、式１の化合物と式２の化合物との組み合わせのみからなってもよく、有機エレクト
ロルミネセンス材料に含まれる従来の材料をさらに含むことができる。
【００６７】
　本開示の別の態様によれば、式１で表される少なくとも１つのドーパント化合物と式２
で表される少なくとも１つのホスト化合物との組み合わせを含む有機層が提供され得る。
有機層は、複数の層を含むことができ、ドーパント化合物およびホスト化合物はそれぞれ
、同じ層に含まれても異なる層に含まれてもよい。また、本開示において、有機層を含む
有機エレクトロルミネッセンス素子が提供され得る。
【００６８】
　本開示の有機エレクトロルミネッセンス素子は、式１および２の化合物を含むことがで
き、さらにアリールアミン系化合物およびスチリルアリールアミン系化合物からなる群か
ら選択される少なくとも１つの化合物を含むことができる。
【００６９】
　また、本開示の有機エレクトロルミネッセンス素子において、有機層は、式１および２
の化合物に加えて、さらに第１族の金属、第２族の金属、第４周期の遷移金属、第５周期
の遷移金属、ランタニド、および周期律表のｄ－遷移元素の有機金属からなる群から選択
される少なくとも１つの金属、または上記金属を含む少なくとも１つの錯体化合物を含む
ことができる。さらに、有機層は、発光層および電荷発生層をさらに含むことができる。
【００７０】
　加えて、本開示の有機エレクトロルミネッセンス素子は、当該技術分野において既知で
ある青色、赤色、または緑色の発光化合物を含有する少なくとも１つの発光層をさらに含
むことによって、白色光を発光することができる。さらに、必要に応じて、黄色またはオ
レンジ色の発光層をさらに含むことができる。
【００７１】
　本開示の有機エレクトロルミネッセンス素子において、カルコゲナイド層、金属ハロゲ
ン化物層、および金属酸化物層から選択される少なくとも１つの層（以下、「表面層」）
は、片方または両方の電極の内側表面（複数可）に配置され得るのが好ましい。具体的に
は、シリコンまたはアルミニウムのカルコゲナイド（酸化物を含む）層がエレクトロルミ
ネッセンス媒体層のアノード表面に配置されるのが好ましく、金属ハロゲン化物層または
金属酸化物層がエレクトロルミネセンス媒体層のカソード表面に配置されるのが好ましい
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。そのような表面層は、有機エレクトロルミネッセンス素子に動作安定性を提供すること
ができる。カルコゲナイドとしては、好ましくは、ＳｉＯＸ（１≦Ｘ≦２）、ＡｌＯＸ（
１≦Ｘ≦１．５）、ＳｉＯＮ、ＳｉＡｌＯＮなどが挙げられ、金属ハロゲン化物としては
、ＬｉＦ、ＭｇＦ２、ＣａＦ２、希土類金属フッ化物などが挙げられ、金属酸化物として
は、Ｃｓ２Ｏ、Ｌｉ２Ｏ、ＭｇＯ、ＳｒＯ、ＢａＯ、ＣａＯなどが挙げられる。
【００７２】
　本開示の有機エレクトロルミネッセンス素子において、一対の電極の少なくとも１つの
表面に、電子輸送化合物と還元性ドーパントとの混合領域、または正孔輸送化合物と酸化
性ドーパントとの混合領域が配置されるのが好ましい。この場合、電子輸送化合物は、陰
イオンに還元されるので、混合領域からエレクトロルミネッセンス媒体への電子の注入お
よび輸送がより容易になる。さらに、正孔輸送化合物は、陽イオンに酸化されるので、混
合領域からエレクトロルミネッセンス媒体への正孔の注入および輸送がより容易になる。
好ましくは、酸化性ドーパントとしては、様々なルイス酸およびアクセプター化合物が挙
げられ、還元性ドーパントとしては、アルカリ金属、アルカリ金属化合物、アルカリ土類
金属、希土類金属、およびそれらの混合物が挙げられる。還元性ドーパント層は、電荷発
生層として用いられて、２つ以上の発光層を有し、白色光を発する有機エレクトロルミネ
ッセンス素子を調製することができる。
【００７３】
　本開示の有機エレクトロルミネッセンス素子の各層を形成するために、真空蒸着、スパ
ッタリング、プラズマ、およびイオンプレーティング方法などの乾式成膜方法、またはイ
ンクジェット印刷、ノズル印刷、スロットコーティング、スピンコーティング、ディップ
コーティング、およびフローコーティング方法などの湿式製膜方法が使用され得る。本開
示のドーパントおよびホスト化合物は、共蒸発または混合蒸発されてもよい。
【００７４】
　湿式製膜方法を用いる場合、各層を形成する材料を、エタノール、クロロホルム、テト
ラヒドロフラン、ジオキサンなどの任意の好適な溶媒に溶解または拡散させることによっ
て薄膜を形成することができる。溶媒は、各層を形成する材料が溶解または拡散され得て
、膜形成能力に問題がない、任意の溶媒であってもよい。
【００７５】
　共蒸発は、２つ以上の異性体材料がそれぞれ個々のるつぼ源に配置され、材料を蒸発さ
せるために同時に両方のセルに電流が印加される混合蒸着方法である。混合蒸発は、それ
らを蒸発させる前に、２つ以上の異性体材料が１つのるつぼ源で混合され、材料を蒸発さ
せるためにセルに電流が印加される混合蒸着方法である。
【００７６】
　ディスプレイシステムまたは照明システムは、本開示の有機エレクトロルミネッセンス
素子を用いることによって、製造することができる。
【００７７】
　以下、本発明のドーパント化合物およびホスト化合物を含む有機発光ダイオード（ＯＬ
ＥＤ）素子の発光特性が、従来のＯＬＥＤ素子と比較して詳細に説明される。しかしなが
ら、本開示は、以下の実施例によって限定されない。
【００７８】
　素子実施例１：本開示の有機エレクトロルミネッセンス化合物を含むＯＬＥＤ素子の製
造
　本開示による有機エレクトロルミネッセンス化合物を用いてＯＬＥＤ素子を製造した。
ＯＬＥＤ素子用のガラス基板（ジオマテック社、日本）上の透明電極インジウムスズ酸化
物（ＩＴＯ）薄膜（１０Ω／ｓｑ）をアセトン、エタノール、および蒸留水で順次超音波
洗浄し、次いで、イソプロパノール中に保管した。次いで、ＩＴＯ基板を真空蒸着装置の
基板ホルダーに装着した。化合物ＨＩ－１を真空蒸着装置のセルに導入した、次いで、装
置のチャンバー内の圧力を１０－６トールに制御した。その後、セルに電流を印加して上
記導入材料を蒸発させ、それによってＩＴＯ基板上に厚さ８０ｎｍを有する第１正孔注入
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層を形成した。次に、化合物ＨＩ－２を真空蒸着装置の別のセルに導入し、セルに電流を
印加することによって蒸発させ、それによって第１正孔注入層上に厚さ５ｎｍを有する第
２正孔注入層を形成した。次いで、化合物ＨＴ－１を真空蒸着装置の別のセルに導入し、
セルに電流を印加することによって蒸発させ、それによって第２正孔注入層上に厚さ１０
ｎｍを有する第１正孔輸送層を形成した。次いで、化合物ＨＴ－２を真空蒸着装置の別の
セルに導入し、セルに電流を印加することによって蒸発させ、それによって第１正孔輸送
層上に厚さ６０ｎｍを有する第２正孔輸送層を形成した。正孔注入層および正孔輸送層を
形成した後、以下のようにその上に発光層を形成した。化合物Ｈ－２をホストとして真空
蒸着装置の１つのセルに導入し、化合物Ｄ－１１をドーパントとして別のセルに導入した
。ドーパントを、ホストとドーパントの総量を基準として３重量％のドーピング量で蒸着
させ、第２正孔輸送層上に厚さ４０ｎｍを有する発光層を形成した。次いで、化合物ＥＴ
－１および化合物ＥＩ－１を他の２つのセルに導入し、１：１の割合で蒸発させて、発光
層上に厚さ３０ｎｍを有する電子輸送層を形成した。電子輸送層上に厚さ２ｎｍを有する
電子注入層として化合物ＥＩ－１を蒸着させた後、別の真空蒸着装置によって、厚さ８０
ｎｍを有するＡＩカソードを電子注入層上に蒸着させた。このように、ＯＬＥＤ素子を製
造した。
【００７９】
【化１０】

【００８０】
　素子実施例２：本開示の有機エレクトロルミネッセンス化合物を含むＯＬＥＤ素子の製
造
　ドーパントとして化合物Ｄ－１を用いた以外は、素子実施例１と同じ様式でＯＬＥＤ素
子を製造した。
【００８１】
　比較例１：従来の有機エレクトロルミネッセンス化合物を含むＯＬＥＤ素子の製造
　ドーパントとして、以下の化合物Ｘを用いた以外は、素子実施例１と同じ様式でＯＬＥ
Ｄ素子を製造した。
【００８２】

【化１１】

【００８３】
　色再現範囲の比較
　色再現範囲は、Ｎａｔｉｏｎａｌ　Ｔｅｌｅｖｉｓｉｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍ　Ｃｏｍｍｉ
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ｔｔｅｅ（ＮＴＳＣ）によって作製された色空間の規格に基づいて計算され、これは、国
際照明委員会（ＣＩＥ）によって定義された色座標系に基づく。図１を参照して、ＮＴＳ
Ｃによって定義される赤色（０．６７、０．３３）、緑色（０．２１、０．７１）、およ
び青色（０．１４、０．０８）の３点によって形成される三角形の面積（以下、「ＮＴＳ
Ｃ面積」）を計算する。また、青色および緑色のＮＴＳＣ定義値、ならびに製造された素
子での赤色の測定値を用いて三角形の面積を計算し、次いで、三角形の面積対ＮＴＳＣ面
積の比を計算する。
【００８４】
　比較例および素子実施例の面積対ＮＴＳＣ面積、すなわちＮＴＳＣ色空間、のパーセン
テージを、下記の表１に示されるように計算する。
【００８５】
【表１】

【００８６】
　表１において、Ｒ（ｘ）は、赤色発光のＣＩＥ　Ｘ座標を表し、Ｒ（ｙ）は、赤色発光
のＣＩＥ　Ｙ座標を表し、Ｇ（ｘ）は、緑色発光のＣＩＥ　Ｘ座標を表し、Ｇ（ｙ）は、
緑色発光のＣＩＥ　Ｙ座標を表し、Ｂ（ｘ）は、青色発光のＣＩＥ　Ｘ座標を表し、Ｂ（
ｙ）は、青色発光のＣＩＥ　Ｙ座標を表す。
【００８７】
　素子実施例１および２ならびに比較例１の有機エレクトロルミネッセンス素子のＣＩＥ
色座標、ならびにこの面積対ＮＴＳＣ面積のパーセンテージを下記の表２に示す。
【００８８】
【表２】

【００８９】
　上記の表２より、本開示の化合物を含む有機エレクトロルミネッセンス素子（素子実施
例１および２）は、従来の化合物を含む有機エレクトロルミネッセンス素子（比較例１）
より色再現範囲（色域）が優れていることを確認することができる。
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【国際調査報告】
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